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３－２ 被災者支援（広域避難者と被災地のつながりの維持（避難元地方公共団体の取組）） 

事例名 広域避難者に対する全国 26箇所の生活再建支援拠点の設置 

場所 全国 

取組時期 応急期・復旧期・復興前期・復興後期（2016 年～） 

取組主体 福島県、一般社団法人ふくしま連携復興センター 

全国の NPO 法人等 

取組概要： 

福島県では、県外避難者の帰還や生活再建に向けて、避難先の身近な場所で相談できる場を設けると

ともに、支援策に関する情報提供等を行うため、全国 26箇所に生活再建支援拠点を設置した。また、

福島市内にも県内外の避難者からの相談窓口を設置し、地方公共団体や関係機関等と連携しながら、避

難者が抱える課題の解決に向けて支援を行っている。 
 

具体的内容： 

■全国 26箇所の生活再建支援拠点の設置（福島県） 

福島県では、避難者がそれぞれの避難先で帰還や生活再建に向けて、相談や必要な情報の入手ができ

るよう、全国 26箇所に生活再建支援拠点を設置した。運営には復興庁の被災者支援総合交付金が活用

されており、各地の NPO 等が生活再建支援拠点を担っている。 
全国 26箇所：北海道・秋田県（青森県・岩手県）・山形県・宮城県・新潟県・茨城県・千葉県・東京

都・神奈川県・栃木県・埼玉県・群馬県・山梨県（長野県）・静岡県・石川県（富山県・福井県）・岐阜

県（三重県）・愛知県・京都府（滋賀県）・大阪府（兵庫県・奈良県・和歌山県）・岡山県・鳥取県・広

島県（島根県・山口県）・愛媛県（香川県・徳島県・高知県）・福岡県（佐賀県・長崎県・熊本県）・宮

崎県（大分県・鹿児島県）・沖縄県 
※（ ）内は、拠点が所在する都道府県と併せて担当している県。 

 
〇生活再建支援拠点における避難者への支援活動の例 
１）東日本大震災・山梨県内避難者と支援者を結ぶ会 

山梨県では、NPO 等民間団体と県によって立ち上げられた「東日本大震災・山梨県内避難者

と支援者を結ぶ会（「結ぶ会」）」により、県内の避難者を個別的かつ継続的に支援するパーソナ

ルサポーターを養成し、多数の支援団体や地方公共団体と連携しながら、避難者に対する生活

相談や就労支援等が行われている。 

 

２）NPO 法人医療ネットワーク支援センター 

東京都では、NPO 法人医療ネットワーク支援センターにより、避難者と国や地方公共団体等と

の中立、中間的な立場で支援活動が行われている。広域避難者の交流会では、避難元及び避難先

の地方公共団体職員や専門職による個別相談が行われるとともに、避難者同士のつながりづく

りが行われている。また、当センターでは、国や県の事業を活用し、広域避難者の「生きがい」

や「やりがい」を支えるため、生け花・園芸教室や絵画造形教室などの避難当事者によるサーク

ル活動を支援している。 
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■「ふくしまの今とつながる相談室 toiro」（一般社団法人ふくしま連携復興センター） 

福島市内には、県内外の避難者のための相談窓口として「ふくしまの今とつながる相談室 toiro」（一

般社団法人ふくしま連携復興センター内）が設置されており、避難者が様々に抱える課題の解決に向け

た支援活動を展開している。 

相談内容は、避難元の家屋の処分、福島県内の現状を話してくれる人物の紹介、避難先で使える支援

サービス、県外避難から福島に戻った人たちの話を聞きたい、戻った後の住宅や仕事の心配等様々であ

る。 

 

〇ふくしまの今を伝える人材の派遣 

「相談室 toiro」では、広域避難者の会合等へ、福島の今を伝える人材を派遣して情報提供を行う

事業を実施している。人材派遣分野は、住宅、就職、地域づくり、学校、健康、帰還支援等様々で、

依頼者の要望に応じて toiroが人選し、派遣に係る交通費・宿泊費等は toiroが負担するという仕組

みになっている。 

例えば、県外で開催された交流会において、福島県内の教育関連機関の方が参加し、進学のタイミ

ングで帰還を考えている中高生の保護者に対して福島県内の受験や進学の状況について説明を行っ

た。また、すでに福島県内に帰還された方が避難先での交流会に参加し、帰還後の生活状況など帰還

に向けて参考となる情報提供を行った。 
 
出典（他の事例集等への掲載）： 

・ 一般社団法人ふくしま連携復興センター「ふくしまの今とつながる相談室 toiro」 

https://f-renpuku.org/toiro/ 

・ 復興庁「全国 26カ所の生活再建支援拠点」 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat4/sub-cat4-2/2017/20170614175512.html 

・ 復興庁「福島県からの避難者への支援に向けた生活再建支援拠点との連携について」（2017年７

月） 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat2/jishu/material/20180713_siryou12.pdf 

・ 東日本大震災・山梨県内避難者と支援者を結ぶ会 

http://www.ycca.jp/musubukai/ 

・ 特定非営利活動法人/厚生労働省認定 認定個人情報保護団体 医療ネットワーク支援センター

「東日本大震災 復興支援プロジェクト healthaid（ヘルセイド）プロジェクト」 

http://www.medical-bank.org/healthaid_index.php 

 
活用された制度： 

・ 被災者支援総合交付金 
 
事業費： 
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